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は じ め に
 筆者は,こ れまでに教育政策に関して3編 の論稿をまとめて きた。第1の ものでは,従
来行われて きた教育政策の定義(そ こでは,考 察を宗像定義 と海老原定義とに絞 って)を
総体的に比較検討 しながら,前 者の静態的形式性 と後者の特殊歴史発展段階説的立場を批
判 し,教 育政策という以上は,政 策学でいう知的合理化機能の構造を明確ならしめな くて
はならない所以を明らかにした1)。
 第2,第3の 論稿は,この前提に立 って,こ の課題に応えるための本稿にいたるまでの基
礎的考察を行 ってきたものである。すなわち,第2論 稿では,ま ず政策過程は,形 式的に
は権力の自己維持機能 としての入カー出カーフィー ドバ ックの還流過程であり,実 質的に
は政治過程自体であるとし,つ いで政治が価値の権威的 ・拘束的配分を目指すものである
以上,政 策は正当的な価値配分権をもつ政治権力の意思の発動として,権 力と環境間の適
応と改変の二重機能を果すものであることを考察した2)。 第3論 稿では,前 稿をうけて,
政策過程の分析を行ない,政 策の立案過程としての政策形成過程と,立 法過程としての政
策決定過程の両面から具体的に明らかにした3)。
 本稿は,以 上の作業を下地 として,第1論 稿で提起した課題に応え,教 育政策概念への
接近を試みようとしたものである。
1 社会と文化機能
 T.パ ー ソ ンズ(Talcott Persons,ユ902～)は,人 間 の 「行 為」 と 「社 会 」 との 関 連 に
っ い て こ う語 って い る。 「行 為 は,人 間 が これ に よ って 有 意 味 的 な 意 図 を形 成 し,そ れ を
具 体 的状 況 に おい て … …達 成 す る構 造 と過 程 と か らな っ て い る。有 意 味 的 とい う言 葉 に は
象 徴 的 ない し文 化 的 次 元 の表 現 と指 示 を もつ と い う こ とが 含 意 さ れ て い る。 (ま た),
意 図 と そ の達 成 は,全 体 と して,そ の状 況 あ る い は環 境 との 関係 を,意 図 した方 向 に 変 化





 パー ソンズにあっては,ま ず何よりも実在的な社会の前に個人の 「行為」が り,そ れが
集合的な ものとなるとき 「相互行為」が構成 され,さ らにそれは諸個人の人格や象徴的 ・
文化的パターンをそれ自らのうちに含みながら 「行為体系」を形成する。そ して,こ の行
為体系が 「第四の体系」としての 「社会体系」をその下位体系として包含するというので
ある。すなわち,こ こでは,実 在の社会 と第四の体系としての 「社会体系」とは明らかに
区別されており,前 者に相応するものとしては一般的行 為体系 が想定されているのであ
る。では,パ ーソンズのいわゆる 「第四の体系」 とはいかなる事態を意味す るのだろうか。
 「社会は一つの特殊な種類の社会体系である。私たちが社会体系を取 り扱 うのは,人 間
の行為体系の基本的諸下位体系の一つとしてであり,この下位体系には,他 に行動有機体,
個人の人格および文化体系がある。」6)すなわち,上 述のように,「 行為体系」を一つの総
体的な社会とみるとき,そ の下に個々人としての 「行動有機体」,そ して,そ れが 「社会
化」を経て一定の目標 ・意図をもつものとした場合の 「人格体系」,さ らに集合体におけ
る制度化された客観的規範 としての 「文化体系」,ならびに下位体系 としての 「社会体系」
が含まれる,つ まり社会体系が第四番目の ものとして含まれるというのである。そこで,
かれは続けてこう述べている。 「社会は,い かなる社会体系の宇宙においても,環 境との
関係において,体 系として最高度の自足性を獲得している社会体系 の一類型 で あ る」7)。
「私たちは,社 会をもって,他 の社会体系を含んだその環境との関係において,最 高の自
足性のレベルによって特徴づけられた社会体系の類型と定義する」8)。全体的な,行 為体
系としての社会は,四 個の基本的下位体系を環境 として含みながら,そ れ自体,整 合性 と
統一性を もつ最高の自足的類型である。
 こうして,上 記四個の基本的下位体系は,一 般行為体系に対 してその 「環境」を構成す
る。その場合,か れはつぎのことを前提 としている。すなわち,四個の基本的下位体系は,
その 「相互滲透の原理」9)の 適用を受けながらも相互 に機能的に区分されていること,つ
ぎに,ま た 「環境」とい うためには,以 上の四個のほかに,意 味の世界を構成す る 「究極
的実在」 と,上 記諸体系が非実在的であるのに対 して実在的な 自然的一有機体的一物理的
環境が追加されな くてはな らないということである10)。
 ところで,ま た,こ れ ら一般的行為の四個の基本的下位体系は,「 社会的行為」 (集合






   関する機能11)
 すなわち,型 象維持機能は 「文化体系」が,行 為単位の統合機能は 「社会体系」が,そ
して目標達成機能は 「人格体系」が,最 後に,適 応機能は 「行動有機体」がそれぞれ特殊
的に担当するというのである。
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 以上のようにして,文 化体系は,象 徴的な意味の複合,こ れらが構造化された諸規範や
規典,こ れ らが使用する諸象徴( の  )の特殊な集群,そ して行為体系の部分としてのこれ らの利




らない一組の条件を具備 しており,ま た情報の投入と処理を通して,そ して物理的環境の
緊急事態に対応す る活動を通 して,物 理的環境と相互的に関連する本源的な メカニズムを







を達成する様式に対 して,特 別の注意をは らうのは当然であろう。かれは,社 会のこの統
合的下位体系を社会的共同体(societal community)と 呼んだ13)。
 社会的共同体の最も一般的な機能は,諸 規範の体系を統一的かっ結合的な集合的組織に




する。さらに,規 範的に規定された義務は,全 体として受容される必要があり,反 対に,
集合体は,そ の機能を遂行 し,そ の正当な利益を促進するにあたって規範的制裁をもつ必
要がある。 したが って,社 会的段階における規範的秩序は,人 間聞の争いを調整す るとい
う問願を含む ものである14)。 「体系としての社会の核となるのは,そ れを通 じて人びと
の生活が集合的に組織化される,定 型化 された規範的秩序である。秩序として,そ れは,
価値および社会化され,特 殊化 された規範 と規則 とを含んでおり,そ れらはともに有意味
的かつ正当的であるためには,文 化的な準拠を必要 としている」(傍 点筆者)15)。
 以上によって,い かにして社会体系が 「文化的 ・規範的秩序」を通 じて統合機能を遂行
し,社 会的共同体を構成 していくのか,ま た型象維持機能をもつ文化体系とどのような関
連をもつのかが明瞭になったであろう。文化体系は,社 会的共同体内にあっては,具 体的




 他方,社 会と人格体系 との関係は,文 化体系のそれとは根本的に異なっている。何とな





有機体の行動である。 こうした有機体は,い つ,い かなる瞬間において も物理的空間中に
物理的運動を通 じてのみ変化し得 る一定の位置をもっている。 したがって,諸 個人間およ
びその行為間の関係の生態学的側面は無視し得ないのである。
 社会体系と人格体系との関係に関する主要な機能的問題は,社 会的に評価 され,統 制さ
れた行為型象への参加のために適当な動機づけを生涯にわたって学習し,発 展させ,維 持
することに関わっている。他方,社 会 もまたその成員の業績に不断に依存するものだとす
れば,そ のような行為型象を通 じて,成 員に適切な満足と報酬を与えなければならない。
この関係が 「社会化」を構成 している18)。そして,こ の社会が 「人格」を形成する。「人
格は,行 動する個人の学習された組織であるから,社 会化の過程は,そ の形成と活動に対
してつねに決定的である。」19)
 人格は,親 子一親族を形成 し,ま た社会的に一定の自律的責任を自ら受諾 し,集 合的組
織のなかでさまざまな活動を遂行する。その活動が一定の目標の下に社会において組織化
され,統 一化されるとき,組 織的な目標達成機能を果すことになる。 「意外なように見え
るかもしれないが,私 たちがサーヴィス(社 会的活動)と よぶ ものを通 じて社会的に構造
化 された人格と社会体系との関係は,社 会の政治的側面に対 して基礎的単位を提供する。
政治構造は,… …集合的に有意義的な目標を達成するために,集 合的行為を組織化するこ
とと関連 している。」20)「政治は,集 合的目標を集合的に追求するとい う機能 に関連する
すべての行為の側面 として分析的に考え られたものである。 この場合,問 題の集合体は,
一つまたは体系的な集合目標の達成に志向している多数の諸個人の整合的な行為を含んで
いるすべての体系である。」21)こ うして,人 格体系の目標達成機能は,社 会的共同体にお
いては 「政治」 として具現する。
 最後に,社 会体系とその有機体的基礎との関係は,有 機体の生活の物質的諸条件から考
察されな くてはな らない。 この場合,根 本的な問題は,有 機体の食と住に関するものであ
る。 これらのものに関する技術は,一 般的に人間の欲求や必要のために自然を積極的に統
制 し,改 造する社会的に組織された能力である。それが高度になればなるほど,よ り広範
囲にわたって,し か も深 く社会組織に依存する。しかし,そ のテクニックに関する知識に
ついては文化体系に依拠 している。 さらに,技 術 的な仕事 は,常 に社会的に規定された
役割において遂行される。 したがって,そ の生産物は,一 般的には集合的に組織された過
程の産物であ って,決 して単に個人の産物ではない。このような理由で,技 術は 「経済」
を社会体系上の拠点 として含んでいる複合的な,第一次的な物質的拠点である。「経済 とは,
……それ(技 術)を 社会体系に適合させ,個 人であれ,集 合体であれ,社 会単位の利益に
おいてそれを統制することを機能とするような社会体系の側面である。」22)そ こで,現 実
には,生 産,流 通,配 分,消 費,経 営,財 産,契 約ならびに雇用条件の規則というような
制度的諸関連が重要な統合的要素となる。行動有機体の,物 理的環境内での適応機能は,
社会的共同体においては経済活動として立ち現われて くるのである。
 以上を総括す るかのような口吻で,か れはこう述べている。 「型象維持的下部体系は,
とくに社会の文化体系への,そ してこれを通 じて究極的実在への関係に,目 標達成的下部
体系または政治は,個 人的成員の人格への関係に,適 応的下部体系または経済は,行 動的
有機体に,そ してこれを通 じて物理界への関係に関心を もっている。」23)
5
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以 上 の所 論 を パ ー ソ ン ズ に倣 って 括 め た ものが つ ぎ の表 で あ る。
行為の下位体系 ・社会的共同体とその環境
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政    治
経    済
 この表は,著 者作成 の表(「 政治と社会構造」上p.44～45所 収)を 筆者 がア レンジして簡 略化
したものであ る。
本稿の標題からみればやや詳細に過ぎる感す らあるほどにパーソンズの一般行為体系論
に触れたのは,か れの 「社会体系論」が,い まや現代政治論に大 きな影響を及ぼしている
とい う事実に基づ くものである。上述の所論は,い わばパーソンズのAGIL図 式の展開
なのであるが,そ れは,今 日では社会体系の構造と過程のすべてを分析する用具とされて
おり,成 員の 「社会化」 (文化 ・教育機能)や 経済の分析,さ らには政治の分析にまでそ
の試みが準備されつつあるといわれている24)。
 その好例を挙げよう。飯坂良明氏は,そ の著書のなかで,お そらくはパ ーソンズを祖述
したものであろう大よそつぎのような論を展開している。
 一定の関係が存在し,そ こにまた一定の機能が行われている限 り,そ の領域を包括 して
当該体系というが,それは,現 実の具体的なもののうちからある一定の部分,ま たは関係だ
けを取 り上げて抽象化したものである。このように,一 定の関係に着 目したのが体系であ




がみられることがある。 これらを,そ の性質に応 じて文化体系とか政治体系,あ るいは経
済体系などとよぶ。 これ らは,そ れぞれ全体としての社会体系の部分であるが,分 析と観
察のために,そ の環境的特色,機 能などに応じて一おう個別的にとり扱われる26)。
 以上の考察をもとにして,全体としての社会体系と部分としての政治体系の,区分と関係




 (1)形 式の維持  ある社会体系における相互作用的諸行為は,一 定の文化的・規範的形
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  式をもっている。この形式が価値や規範 として,あ るいは行動様式や思考様式として
  世代から世代へと受け継がれることによって体系は存続する。 したがって,こ うした
  形式を破壊 しようとする緊張を処理することも形式の維持に含まれる。 この問題は,
  一般に社会の 「文化 ・教育」の問題 として担われる。
 (2)適  応  社会体系は,自 らを囲僥する自然的 ・社会的環境に適応するとい う課
  題をもつ。社会体系に対 して この機能を最も多 く果すものは 「経済」である。経済は,
  環境を統御 した り,あ るいはそれに適応したりするものである。
 (3)目 標達成  社会の共同 目標を達成するためには,協 力を確保 し,抗 争を緩和 した
  りする機能が不可欠である。これは,主 に 「政治」 によって担われる。
 (4)統 合 社会における個人や集団の間に合意や連帯感を維持することによって
  協働行為が可能となるが,こ れは,物事をおこなう手続に関する合意とか,承 認された
  統制の形式とか,社 会的とりきめを必要 とする。これらすべての制度化された行為の
  型は,統 合機能を果す ものである。また,権 威の存在も体系統合に役立つ。統合は,
  政治体系や文化 ・教育などによって担われる27)。
 パーソンズの場合は, 「社会体系」は他の三体系と並んで 「一般行為体系」の下位体系
を構成するものとされていたが,飯 坂氏は,い わゆる社会体系を上位体系として,そ の下
に他の三下位体系を位置づけ,ま た,特 に統合機能を政治体系(パ ーソンズでは人格体系
と呼称 された)と 文化体系が担 う(パ ーソンズにあっては,上 記機能を前提 とした社会体
系固有の機能 とされていた)も のとしているなど,多 少の相違はみられるものの,全 体と
して,社 会の機能区分はほぼ同様のものとされている。
 ともあれ,以 上によって,「 社会」には本源的に文化 ・教育機能が固有のものとして潜
在 していることを確認で きよう。 この事実は,現 代社会科学の洗礼を受ける以前か ら,す
でに多くの人びとによって指摘されて きたところであり,ま た極めて素朴な発想に立った
としても容易に了解されるところで もあろう。この意味 だけ に限定すれば,上 述のこと
は,本 稿にとってほとんど無意味だといえな くもない。
 しかしながら,こ と 「教育政策」の生成の問題となると,必 ず しもそうとだけはいえな
くなるのである。歴史的に極めて早い時期とか,私 的な単なる人間関係の集合態において,
文化 ・教育機能としての素朴な人間関係または状況が展開 しているとしても,人 は直ちに
そこに教育政策の存在やその存在理由を見 出すことはできないであろう。 しかも,逆 に,
社会に本源的な ものとしてそれらの機能または活動がないとすれば,教 育政策は全 く所与
的なものとして,社 会でのその存在は任意なものとなるであろう。 したがって,社 会機能
のこの本源性と任意性とのパ ラドックスのなかに,教 育政策はその存在根拠をもつのであ
る。
 本源的機能としての,あ るいはまた原初的形態としての文化 ・教育作用が,ど のように
して 「教育政策」を含む ものとして立 ち現われるのであろうか。結論を先取りすれば,そ
れは,形 式論理的には社会における人間の政治的行為での知的合理化機能現象の発生,歴
史的実質的にはそれ らの機能が権力を仲介とした時点 にお いてで あ るといえよう。そこ
で,以 下において,権 力機構そのものとしての 「国家の本質」に関して触れな くてはなら
ない。
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2 国家の機能と本質
 国 家 は,一 定 の領 土 を 有 し,そ こ に生 存 す る人 び と に対 して 他 の干 渉 を許 さな い 排 他 的
な 支 配 を 行 う統 治 組 織 を もつ 政 治 団 体 だ と いわ れ る28)。 そ の 基 本 的 条 件 と して は,一 般
的 に,国 民,領 土,統 治 組 織 の三 要 素 を 欠 くこ と はで きな い と さ れて きた が,さ らに加 え
て,主 権,独 立 な どの 要 素 を あげ る場 合 も あ る。 しか し,国 家 に だ け特 徴 的 な要 素 は,何
よ り も強 制 的 な 権 力 を もつ 機 構 を 備 え て い る点 で,特 にそ の統 治 組 織 と そ の強 力 な支 配 現
象 に あ る とい って も過 言 で は な い29)。
 時 に,国 家 は い か な る種 類 の 社 会 か との 論 が あ る。 た しか に,国 家 は一 つ の社 会 で は あ
る。 しか し,今 日で は,か つ て の よ うに包 括 的 な 全 体 社 会 で は な く,部 分 社 会 の一 つ だ と
され て い る。 国 家 を前 者 だ とす る立 場 は,一 元 的 国 家 至 上 主 義(国 家 主 義)で あ る と いわ
れ,往 時 の ドイ ツ,日 本 で の 考 え 方 に 代 表 され る。 マ ッキ ーバ ー (Robert Morrison
Maciver,..～1970)や ラス キ(Harold Joseph Laski,1893～1950)な ど の多 元 的 国
家 論 者 は,後 者 の 立 場 を と り,そ れ は 民 主 主 義 的 国 家 観 とい わ れ,国 家 と い え ど も会 社,
学 校,組 合 な ど と同 様 に部 分 社 会 にす ぎな い とい うので あ る。 しか し,そ うだ と して も,
国 家 の 特 徴 は依 然 と して 統 治 権 を 通 じて の 強 制 作 用 に あ って,独 立,最 高 の権 力を 意 味 す
る主 権 を もつ 団体 だ と され て い る事 実 には 注 意 を 払 わ な くて は な らな い30)。
 上 述 の 諸 点 を ふ ま え て,国 家 の本 質 は 何 か とい う問 題 が 改 あて 提 出 され る。 こ こで は,
そ の た め の 事 前 作 業 と して 当 然 通 過 しな けれ ば な らな い で あ ろ う国 家 に 関す る諸 学 説 の比
較 検 討 は 不本 意 な が ら省 略せ ざ るを 得 な い が,観 点 を か え て,国 家 の生 成 に関 す る問 題 と
そ の 機能 の考 察 を通 して そ の 間 に答 え て い きた い 。
 ま ず,政 治 現 象 の 生 成 につ い て で あ るが,こ れ に関 す る学 説 は,神 権 説 や 契 約 説 な ど思
弁 的 で す で に過 去 に 淘 汰 され た もの を 別 とす れ ば,大 よ そ 二 つ の 立 場 にわ か れ る。 す な わ
ち,氏 族 社 会 の成 立 と事 実上 同 一 視 す る政 治 原 始 存在 説 と,氏 族 社 会 の変 容 な い し崩 壊 過
程 に お い て そ れ を と らえ る歴 史 的 段 階 成 立説 とで もい うべ き もの が そ れ で あ る。 前 者 に は
マ イヤ ー(Edward Meyer,1855～1930)や ポサ ダ (Adolfo Gonzalez Posada,1860～
1944)の 学 説 が あ り,後 者 に は モ ル ガ ン(Lewis Henry Morgan,1818～1881)や エ ンゲ
ル ス(Friedrich Engels,ユ820～1895,の それ を あ げ る こ と がで き る。 しか しな が ら,両
説 と もに,政 治 の生 成 の 問題 を 国家 の生 成 の 問題 と して と らえ て い た こ と は共 通 で あ る。
と ころが,国 家 生 成 の要 因 を め ぐる学 説 に 関 して は,最 初 か ら国 家 の 存 在 を 認 あ る もの は
別 と して,そ こ に は,生 成 要 因 を外 部 に求 め る見 解 と,内 的要 因 に求 め る見 解 の 二 つ が あ
る。 前者 に は,征 服 国家 論者 の グ ンプ ロ ヴ イ ッッ(Ludwig Gumplowicz,1838～1909)
とオ ッペ ンハ イ マ ー(Franz Oppenheimer,1864～1943)が あ り,後 者 に は,モ ル ガ ン
と エ ンゲ ル スが あ る。 た だ,エ ン ゲル ス の場 合 は,ギ リシ ャ,mマ と異 な って,ゲ ル マ
ン につ い て は,mマ 征 服 が そ の契 機 を なす と と らえ られ て お り,し た が って,こ の 点 で
は必 ず しも後 者 の典 型 と はい え ない が,方 法 論 的 に は 内部 要 因,と りわ け 階 級 の 発生 が 国
家 を生 み 出す とい う視 点 で一貫 され て い る と み るべ き で あ る31)。
 と こ ろで,国 家 生 成 の 始 源 と もみ な され るべ き社 会 的凝 聚 の原 理 と して は,血 縁 的原 理
と地 縁 的原 理 の二 見 解 が あ るが,一 般 に は,歴 史 的 に は前 者 が後 者 に先 行 す る とい う 「血
縁 か ら地 縁 へ 」 の理 論 図 式 が 支 持 され て き た 。 こ の こ と に 関 して は,必 ず し も一 般 に周 知
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の こ と で は な い が,実 は マル ク ス(Karl Marx,1818～1883)が1857～8年 に書 い た遺
稿r資 本 制 生 産 に 先 行 す る諸 形 態 』(Formen, die der Kapitalistischen Production
vorhergehen.)の な か で,極 め て 抽 象 的 で は あ るが 初 めて そ れ に 論 及 した とい わ れ て い
る32)。 この マル ク ス の観 方 を さ らに 明確 に した の が,先 の 理 論 図 式 の 開 拓 者 と い わ れ る
メー ン(Sir Henry-Sumner Maine.1x22～1888)で あ って,か れ は,ギ リシ ャ,ロ ー マ
の 古 代 国 家 の 行 政 機 構 か ら 「血 縁 か ら地 縁 へ」 の発 展 の跡 を見 出 し,家 族 一 氏 族 一 種族 一
国 家 とい う一 連 の血 縁 的構 成 物 に よ って 古 代 社 会 が 編 成 され て い た と考 え た。 そ して,か
れ は,こ の よ うな血 縁 的 な社 会 原 理 を 《地 域 的近 接性 の 原 理 》 の 前 段 階 に位 置 づ け た の で
あ る33)。
 メー ンの主 著 『古 代 法 』(Ancient Law.1861)が 出 た後,ポ ス ト(Albert Helmann
Post.1839～1895)は 『原 始 血 縁 共 同 体 論 』(Die Geschleclztsgenossenschaft der Urzeit
und die Entstehllng der Ehe.1875)に おい て,血 縁共 同 体 か ら地 縁 的 な《 ガ ウ=デ イ
ン ク共 同 体 》(Gen‐oder Dinggenossenschaft.)へ の発 展 を論 じた が,こ の 血 縁 共 同 体
の最 も原 初 的 な 形 態 が 《 ホ ール ド》(Hord)で あ って,後 に種 族(stamm)一 胞 族(Geschl-
echtsverband)一 氏 族(Geschlecht)と い う一 連 の 上 下 的 な 血 縁 構 成 物 が現 わ れ た とみ
た の で あ る。 モ ル ガ ンは,ま さ に,先 行 す る これ ら二 人 の 理 論 的研 究 を基 盤 と し,そ の上
に 現 実 の未 開 民族 に お け る原 始 血 縁 共 同 体 の実 証 的研 究 を展 開す る こ と に よ って,現 代 実
証 的 民 族 学 の置 礎 者 とな った の で あ る。 か れ は,婚 姻 と家 族 の歴 史 に つ い て 体 系 的 な 理 論
を展 開 し た 『古 代 社 会 』(Ancientsociety.1877)に お い て,「 血 縁 か ら地 縁 へ 」 の図 式
を 具 体 的資 料 を も と に実 証 的 に論 証 した の で あ る34)。
 モル ガ ンは,統 治 形 態 を 二 分 し,「 人 お よ び純 粋 に人 的 な 関 係 に 基 礎 を お くもの 」 を《 社
会 的組 織 》(Social organization)と 呼 び,「 地 域 と財 産 に基 礎 を お くもの」 を 《 政 治 的
組 織 》(Political organization)と 称 した 。 そ して,前 者 に は 「氏 族」 とそ れ を 単 位 とす
る 「胞族 」 「種 族 」 「種 族 連 合 」 とい う一 連 の 継次 的構 成 物 を 含 ま せ,後 者 には そ の基 礎
単 位 た る 「町 区」 か ら 「州 」 「国家 」 を包 括 させ た の で あ る35)。 つ い で,こ の両 組 織 の
も とで編 成 され た社 会 体 制 を,そ れ ぞ れ 「氏 族 制 社 会」,「政 治 的 社 会 」 と呼 び,そ して,
前 者 こそ 「人 類 の最 も古 い,そ して 最 も広 汎 に普 及せ る制 度 の 一 っ 」 で あ っ た と し36),
地 域 的 原 理 に よ る政 治 的 社 会 に 先 行 す る も の で あ る こ と を 実 証 した の で あ る。 か れ は,
「氏 族 制 度 が ゆ きわ た っ て い た と ころ や,政 治 的 社 会 が 確 立 され る以 前 に は,わ れ わ れ は
ど こで も氏 族 制 社会 の もと に生 存 して い る民 族 を 見 出す の で あ って,… … 国家 は 存 在 しな
か った の で あ る」37)と 論 ず るの で あ る。 そ れ で は,い わ ゆ る文 明時 代 に入 って政 治 的 社
会 が 編 成 され る の は い つ の 時 点 で あ った の だ ろ うか 。
 モ ル ガ ン は,こ の 問 題 に 関 して,古 代 ギ リシ ャ ーmマ 人 の場 合 を こ う述 べ て い る。 「ギ
リシ ャ人 やmマ 人 が 文 明 時 代 に 到 達 した の ち,彼 らの全 能 力 を つ くす べ く彼 らに 課 せ ら
れ た こ と は,デ ィー ム(deme)す な わ ち町 区,市 区 を 考 案 し,し か して現 時 の 文 明国 民 の
間 に な お も保 持 され て い る第 二 の 偉 大 な 統 治 方 式 の開 始 を宣 告 す る こ とで あ った 。」38)っ
ま り,ギ リシ ャに おい て は ソロ ンの改 革(の     り)(B.C.594年(   り  ))を経 て ク レ イ ス テ ネ ス の 立 法
(B.C.509年)に39), mマ に 関 して は セル ヴ イ ゥス ・ トウ リゥス(B。C.576～533)の
変 革 に お い て40),そ れ ぞ れ 氏 族 制 社 会 か ら政 治 的 社 会 へ の 転 換 が 観 取 され る と した の で
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あ る。 そ して,こ の よ う な モル ガ ン の研 究 成 果 が,マ ル ク ス と と りわ け エ ンゲ ル スに 大 き
な 影 響 を 与 え た こ と はす で に 広 く知 られ て い る と こ ろ で あ る41)。
 す な わ ち,モ ル ガ ンと そ の 信 奉 者 コ ヴ ァ レフ ス キ ー(Maksim Maksimovich Kovale-
vskij.1851～1916)の 仲 介 を経 た マル ク ス は,そ の原 始 血 縁 共 同体 に 関 す る認識 の一 層
の 深 ま りを1881年3月 の 「ヴ ェラ ・ザ ス リ ッチへ の書 簡 」(草 稿)の な か で 展 開 した 結果,
つ い に 血 縁 的 な 社 会 構 成 原 理 を揚 棄 す る方 向 で,第 二 次 的 な共 同体 一地 縁 的 な 《農 業共 同
体 》(commune agricole, Agralgemeinde)を 見 出す の で あ る42)。 そ して,こ の 理 論 が
さ ら に エ ンゲ ル スに 継 承 され て い くの で あ る 。 つ ま り,エ ンゲ ル ス は,そ の 副 題 に 「リュ
ウ イス ・H・ モ ル ガ ンの 研 究 に因 み て 」と添 え た 『家 族 ・私 有 財 産 及 び 国 家 の 起 源 』(Der
Ursprung der Familie, des Privateigentums und des Staats.1848)に お い て,血 縁
か ら地 縁 へ の社 会 凝 聚 原 理 の転 換 が 原 始 共 産 制 社 会 と私 有 財 産 制 社会 の二 大 範 疇 を 画 期 づ
け る歴 史 的 現 象 で あ る と して 捉 え た ので あ る43)。
 エ ンゲ ル ス は,同 書 の 序 文 で こ うい って い る 。r血 縁団 体 に基 づ く古 い 社 会 は新 た に 発
展 した 社 会 階 級 と衝 突 して 粉 砕 され,そ の代 りに 国家 に結 成 さ れ た 。 そ の 単 位 は もは や血
族 団 体 で はな くて 地 域 団 体 た る,一 つ の新 しい 社 会,そ の な か で は家 族 秩 序 は全 く財 産秩
序 に よ って 支 配 され,ま た そ の な か で は今 や す べ て の従 来 の書 か れ た歴 史 の 内 容 を な す 階
級 対 立 及 び 階 級 斗 争 が 自 由 に展 開 す る と こ ろ の 一 つ の社 会 が 出現(   )するの で あ る。」44)か(り)れ
は,社 会 編 成 の原 理 が 血 縁 か ら地 縁 へ と移 行 す る ま さ に そ の 時 期 こそ が,私 有 財産 制 の成
立 と階 級 制 社 会 の政 治 的 構 成 物 た る国 家 出現 の起 点 で あ る と考 え た の で あ る 。 そ して,か
れ は,こ の よ うな 移 行 の具 体 例 を ヨmッ パ 古(・・e・・)代民 族 の史 実 の な か に求 め た の で あ る 。 ギ
リシ ャ で は,か の ク レ イ ス テ ネ ス の改 革 を例 証 して,「 ク レイ ス テ ネ ス は,そ の新 しい 制
度 に おい て,氏 族 及 び フ ラ ト リー(胞 族)を 基 礎 とす る 四つ の 古 い種 族 を無 視 した 。 そ の
代 りに,… 単 な る居 住 の場 所 に よ る市 民 の 区分 を基 礎 とす る全 く新 しい組 織 が現 わ れ た 。
も はや 血 族 団 体へ の 所 属 で はな くて,住 所 の みが 決 定 した。 区分 さ れ る は人 民 で は な くて
領 土 と な り,住 民 は政 治 上 領 土 の単 な る付 属 物 と な っ た 。」45)と 述 べ て い る。 同様 の こ と
は ロ ー マ に関 して も,「 か く してmマ に お いて もま た,既 に所 謂 王政 の廃 止 以 前 に,個
人 的 な 血 縁 紐 帯 に基 く古 い 社 会 秩 序 は破 壊 され て,領 土 区分 と財 産 差 別 とに基 く新 しい現
実 の国 家 制 度 が,こ れ に代 え られ た の で あ る 。」46)と い って い る。 だ が,ド イ ツ で は,例
外 的 にゲ ル マ ン族 のmマ 征 服 に伴 な って 生 起 した と され て い る47)。
 以 上 の よ う に して,国 家 が 歴 史 的 に発 生 した の は,エ ン ゲ ル ス が 「氏族 制度 の廃 嘘 の
上 に 国 家 が 生 ず る」48)と い った よ うに,氏 族 制 社 会 の末 期,母 権 制 と原 始共 産 体 が崩 壊
して 父 権 制,私 有 財 産 制 が 拾 頭 した こ と に関 係 が あ り,そ れ に基 づ く階級 分 化 が進 行 した
こ とに原 因 して い る。 階 級 分 化 は,原 始 社 会 の生 産 力 の発 展 と私 有 財 産 制 の結 果 に よ る も
の で あ る こ とは い うま で もな い 。 エ ンゲ ル ス も こ うい って い る。 「国家 は永 却 の昔 ら存 在
す る もの で は な い 。 国 家 な くして す み,国 家 及 び国 家 権 力 を夢 想 だ に しな か っ た社 会 が存
在 した 。 階 級 へ の 社 会 の 分 裂 と必 然 的 に結 びつ け られ た経 済 的 発 展 の 一 定 の 段 階 に お い
て,こ の 分裂 に よ って 国 家 が 必 要 とな っ たの で あ る。,49)重 ね て か れ に 聞 こ う。 「国家 は
決 して外 部 か ら社 会 に押 しつ け られ た 権 力 で はな い。 … … それ は寧 ろ一 定 の発 展 段 階 に お
け る社 会 の生 産 物 で あ る。 そ れ は この 社 会 が そ れ 自体 との 解 きが た い矛 盾 に絡 ま り,自 ら
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除去 し得ない,融 和 しがたい対立に分裂したことの告白である。しかしこの対立が,対 抗
する経済的利益を有する諸階級が,自 己及び社会を無益な斗争のうちに滅亡させないため
に,こ の軋礫を抑圧 し且つ 「秩序」の博内に保つべき外観上社会の上に立つ権力を必要と
するに至った。そしてこの,社 会から出て,而 もその上に位 し,そ れから益々遠ざかる権
力が,国 家である。」50)
 上記の引用を通 じて,所 論はすでに国家の機能の問題に進入する。一口に国家の機能 と
いっても,そ れは歴史的に変遷 し,古 代国家や封建国家と近代国家とはその機能 の範囲も
異なり,ま た機能間に軽重 もあるであろう。しか し,国 家といえども一個の社会を形成す






 これらは,そ れぞれ文化 ・教育機能,国 内統治のための行政機能,広 義の政治的機能,
そして国家維持のための経済機能とみることができる。いま少 し詳述すれば,こ うい うこ
とになろう。国家の文化 ・教育機能であり,統 治のための最高の型象維持機能は,現 体制




のための行政権力の強権的側面(警 察 ・司法行政)は 前者であり,福 祉増進や国民生活機
能の円滑化(狭 義の行政)と いう側面は後者に属するものである。さらに,広 義の政治機
能としての目標達成志向機能は,上 記の 「内的統合」を可能ならしめる前提条件 として,
平時には国内安定と生活擁護を図る(外交)こ とと,臨 機には国家の防衛 ・保全(戦 軍備)
機能として発動する。最後に,経済機能としての環境への適応は,国民生活ひいては国家維
持のための生産 ・産業 ・貿易 ・金融などの振興発展を図ることであろう。以上を要するに,
国家の一般的機能は,国 内においては経済を安定させ,治 安を維持 し,人 心を統合しなが
ら外部かの侵入に対 しては防衛を完備 し,そ して国民の生命 ・自由 ・財産を擁護 して,そ
の活動を自由 ・積極的たらしめるような秩序を維持することにあるであろう。
 しか し,本 来,私 有財産制の創出とそれに起因する階級分化という事実が国家の出現を
促 したものである以上,現 実の国家機能は,一 般論では律 しきれない複雑な屈折した側面
をもっている。近代国家,と りわけ資本主義国家にあっては,建 前上 自由主義を標榜し,
個人の自由と尊厳をたたえてはいるが,実 際には大多数の労働者は資本家 ・支配階級に対
して平等をもつにはいたっていない。それゆえに,エ ンゲルスは,国 家は一体誰の所有な
のかについて,「 国家は階級対立を抑圧す る必要から発生したものであるから,然 しそれ
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段を獲得する。」51)と いい,し たがって,ま た国家の機能にっいては,「 階級対立の形で
運動してきたこれまでの社会には,国 家が必要であった。すなわち,搾 取階級の外的な生
産条件を維持するための,従 ってとくに,現 存の生産様式によって定められる抑圧の諸条
件(奴 隷制,農 奴制あるいは隷農制,賃 労働制)の なかに,被 搾取階級を暴力的におさえ
つけておくための,そ のときどきの搾取階級の組織が必要であった。」52)と語 っている。
また,レ ーニ ン(Vladimir I1'ich Lenin.1870～1924)も 資本主義下の国家の機能 と性格
について,「 一階級が他の階級を抑圧するための,し かも少数者が多数者を抑圧するため
の特殊な機構」53)で あると述べている。
 いまや,国 家の本質について総括すべ きところにきた。国家が私有財産制を基礎 とする




刑務所,軍 隊)を もつので極めて強力であり,時 として暴力的ですらある。このように,
国家は,そ の目的達成のたあに装置 された暴力的権力機構であるといえる。レーニンは,
「国家は階級支配の機関であり,一 つの階級による他の階級の抑圧の機関であり,階 級の
衝突を緩和しつつ,こ の抑圧を合法化し強固なものにする〈秩序〉 を創出する ものであ
る。」54)と いい,ま たエンゲルスも,「 国家の内部における階級対立が尖鋭化するにつれ
て,ま た互に境を接する国家がより大 きくなり,人 ロがふえるにつれて,公 的暴力はます
ます強化する一階級斗争 と征服競争とが公的暴力を高所におしあげて,全 社会を,ま た国
家をさえも呑みつくそうとしている」55)と 述べて,国 家権力の暴力性を指摘している。
こうした国家の実体は,古 今を問わず不変であるとエンゲルスは考えた。それゆえに,か
れは,「 近代の代議制国家も,資 本による賃労働の搾取の道具である。」56)と いい,し た
がって,「 あらゆる国家は被抑圧階級をく抑圧するための特殊権力〉である。」57)と すら
断言する。そして,「 常備軍 と警察とは,国 家権力の暴力行使の重要 な道具 である。」58)
とみたのである。以上は,ま さに,抑 圧 ・搾取 ・暴力のヘゲモニー装置であることこそ国
家の本質であるという,か れ一流の評価であるといわな くてはならない。
 しかし,今 日の国家は,議 会制デモクラシーや大衆デモクラシーの出現 もあり,経 済構
造そのものの巨大化などもあって,ヘ ゲモニー装置も,か つてのようにそのままの形では
発動し難 くなってきた。そこで,そ の抑圧 ・搾取一支配の態様もしだいに変化 し,ま た巧
妙化して隠徴に行われるようになってきた。レーニンは,この現実について,「今 日では,
帝国主義と銀行の支配は,任 意のどの民主共和国でも,富 の全能を擁護 し実現するための
これら二つの方法(官 吏買収と政府 と取引所との同盟)を 並はずれた技備にまでく発達〉
させている。」59)と 述べて,そ の実態をあばき出している。
 このように,今 日では,新 しい制度や法(こ れらも権力や支配の座にあるものにとって
は任意に作り出せ るもの)に よって,「支配」は 「正当性」の名の下に公然と,し かも公認
的にすら行われている。しかし,そ の実態がないわけではない。それは,隠 蔽的に,む し
ろ 「観念的権力」を通 して国民生活の日常性のなかで,そ の本質を機能させているのであ
る。それが,イ デオロギー支配である。さきに,国 家の機能として,「 統治のための最高
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の型象維持機能」なるものを挙げたが,現 代国家の特徴は,ま さに 「正当的合法性」のイ
メージやシンボルを通 して権力行使の観念的地盤を構築し,そ のなかで国民の 「日常性」







ある。権力は,政 治目的(ま さにそれが公的なものであろうと否とを問わず)達 成のため
に,コ ンパ ク トな合理的かつ合法的な手段を考案する。それが,政 策である。政治的矛盾
が激 しい国家ほど,そ の権力は,民 衆の具体的利益を増進するという幻想性をかきたてる
ことによって,自 らの安定を図るのが最 もオーソドックスな方法である。
 D.イ ース トン(David Easton.ユ913～)は,政 治システムの安定を 「入力」と 「出力」
の均衡に求め,政 治的にその均衡を図る方法をつぎのように述べている。
 まず,か れは,入 力を 「要求」と 「支持」 に分類する。そして,要 求を,「 特殊な主題
に関す る権威的配分が,そ うすることに責任をもつ人びとによってなさるべきであり,或
はなさるべきでないという意見の表現」60)だ とし,も し要求が満たされないなら,そ の
システムへの支持は減少するであろうという。ついで,「 支持は,あ る者が他の者に好意
的な態度を明らかにす る時,ま たはある者が他の者に代 って行 動す る時に存在する」61)
ものであるとし,そ の上で両者の均衡をいかに図るかについて語 っている。




 第二は,も し人びとの要求が満たされない場合でも,政 治体制および権威者への拡散的
支持を喚起することによって,人 びとの政治システムへの反対を抑制する ことである63)。
拡散的支持 とは,体 制や権威者に対 して,そ の公正さと正統性を信 じ,ま たそれとの共通
利益があるという感覚によって惹 きおこされる支持であって,要 求実現の代償として与え
られる特殊的支持とは異るものである64)。
 第三は,「 出力の概念のなかに」その方法があるという。すなわち,権 力は 「人びとや
集団の特殊的要求が満たされ,ま たは効果的に抑圧された時,も しくは人びとや集団がそ
の要求の満たされたこと,ま たは達成 されないことを信 じる時,政 治 システムへの支持ま
たは黙認が生ずる」65)よ うな出力を作り出すことが できるというのである。出力は,価
値の権威的配分または社会の人的,物 的資源がかか り合わされるであろう目標についての
権威者の決定である。一般に,そ れは,「 要求への応答」であり,ま たは要求を満たし或
は抑圧すべき努力を表わす ものであるから,そ の 「応答」の仕方いかんでは人びとの 「支
持または黙認」を得ることができるというのである。
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 以上を要するに,政 治システムー権力機構が安泰であるためには,大 衆の要求を制限す
ることができるような文化的規範を創出したり,ま た権力への信頼と共感を喚起すること
によって大衆の盲目的 ・無制限な支持を獲得し,そ の支持のもとに要求を抑圧 したり,或




 たしかに,政 策は,内 容的にみれば社会的に有用かっ有効な価値の合理的配分を目指す
ものである。しかし,そ の配分は,一 方ではいわゆる正当的な強制または制裁の援助の下
に行われる。それは,価値の権威的配分を本質とする政治の本質からして,不可避である。
そうだとすれば,政 策は,権 力と密接な関係にあるものだと考えられる。なぜな ら,権 力
は,政 策決定に対する関係または影響として理解できるからである。 「権力は,影 響力の
行使に関する特殊な場合であって,制 裁というような価値剥奪を手毅として政策に影響を
及ぼす過程である。したがって,権 力とは,価 値を自由に処分 し得ることといえる。ゆえ
に,政 策決定は,権 力関係によって影響されざるを得ない。む しろ,政 策決定過程は権力
過程そのものだといえる。」66)こ うして,政 策は,一 方では社会的価値の権威的配分であ
るが,他 方,配 分の意図,目 的,さ らに配分の仕方を通していかようにも大衆操作の実を
あげ,ま た権力が自らの保身を図ることのできる両匁の剣であるといえる。 この意味にお
いて,政 策は,ど こまでも権力のものであるという命題が成立する。
 さて,こ こで一応以上を整理してつぎの問題に入ることにしたい。そこで,ま ず,再 び
1を 想起していただきたい。すると,国 家は一つの社会として,経 済活動を営み,国 民を
統合しながらそれ自体一つの目標を追求しつつある機構だとい うことが想起される。当然
のことながら,国 家には本源的に 「型象維持」機能 もそなわ り,そ れは他機能と相互に滲












 すなわち,文 化 ・教育政策によって国民の間に一定の心理的支持の姿勢をつ くり出し,
その 「国民的合意」という精神的雰囲気を利用することによって,政 治的な暴力的本質を
隠蔽しながら目標達成ができるというのであろう。そこで,上 記二つの国家観は,一 おう




つまり,現 実の国家は,本 質的には暴力性を内蔵 しつつも,教 育政策を媒体とした社会的
職務の執行者として立ち現われることによって,そ の本質を隠蔽しつつ最終目的を達成す
るというのである。このような国家は,それゆえに,政策としてイース トンのいわゆる 「文
化的規範の創出」を通 して 「精神的合意」を形成しつつ,そ の 「最高の型象維持」 と,ひ
いては 「目標達成」機能を完壁に遂行するものである。ここに教育政策の大 きな役割を見
ることがで きよう。
 教育政策に関連 して,そ の役割を再確認するため,現 代国家における教育機能の位置と
役割について考えてみよう。まず,海 老原治善氏のいうところを聞こう。すなわち,社 会
現象としての教育は,現 代国家においては,国 家統治の重要な手段として登場 して くる。
現代国家では,階 級抑圧の直接的な機構として常備軍,警 察,つ いで検察,刑 務所,諜 報
機関,税 務署等があり,間 接的な精神的抑圧機構として宗教,教 育(学 校教育,社 会教育),
マスコミ諸機関がある。しかも,教 育機関は,他 の諸機関に比べて意図的,計 画的かつ系
統的である点で優位を示 し,間 接的抑圧機構のなかではその中核的地位を占有する。 もち
ろん,教 育は,こ うしたイデオロギー統制を行うだけでなく,他 面では専 ら労働力再生産
のための基礎的な労働力陶冶を目的とする教育政策を展開する68)。 ところで,イ デオ ロ
ギー統制とは,単 に現体制を支持する漠然たる 「意識」を形成することだけに止まらず,
さらに 「思想」 「信念」 までへの形成を含み,そ れ も,露 骨な現体制の謳歌とい う形をと
らず,民 族独立を目指すナシ ョナリズムとか,個 人の自由と幸福を追求する現代社会の建
設とか,総 じて国家の使命観や価値観の理念を媒介としながら国民精神を統一 し,画 一化
することである。しかも,現 実には,「 文化の伝達」とか 「伝統の保持」,あ るいは 「社








階にあった古代奴隷制国家や,農 奴制を基礎とし,地 方分権的な領主国家に分割 され,さ
らに社会的生産もいまだ無政府的状態にあった中世封建制国家では,そ の社会的需要に対
応するための教育はいまだ明確には意識 されず,そ れはなお同化,感 化の域を出ず,私 的
に,極 めて素朴な形態で行われていたにすぎなかったであろう。 こうした時代には,広 義
の文化政策はともかくとして,少 くとも意図的 ・計画的 ・系統的な教育は見 られず,し た
がって教育政策 もいまだ歴史の表面に現われることはなかったし,そ の必要性すらもみら
れなかったであろう。そこで,教 育が多少とも計画的かつ組識的に,そ して素朴ではある
が政策的な ものが企図されるようになったのは,恐 らく封建制も末期,絶 対主義時代の国
家からであろうと思われる。
 この時代には,生 産形態もようや く一応の進展を示 し,生 産手段の集中化と社会化,生
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産手段 と生産者の分離,資 本家や労働者の発生,生 産支配の諸法則の顕在化などの諸現象




がら生産性の向上,国 内支配体制の強化,内 外の侵略に備えるための軍備の維持 ・発展の
ために,また他方では国民の現体制への服従,支 持を獲得するために必要な課題解決策が,
期せずして教育を志向していったとしても決して不思議ではあるまい。その結果,こ れま
では支配階級の独占物とされていた教育 も,漸 く大衆の前に開放 され,私 教育から公教育
への門戸を準備することになり,政 策 らしきもの もしだい に露わになってきた。このよ
うな教育への関心は,西 欧国家群のなかにあっても,多 少とも後進性をより多 く残存させ
た国家ほど大であった。その典型的なケー スとで もいうべきものが,フ リー ドリヒ大王
(Friedrich II, der Grosse.1712～1786)に 代表されるプロイセ ン・ドイツにおける義
務教育制度の創設(1763年)で あったことは周知のとおりである。海老原治善氏も,「 重
商主義段階では,教 育政策は,絶 対主義権力維持と,資 本制生産促進のための官僚 と軍人
の育成,他 方における資本制生産のための高級技術者の養成に全政策の重点がかかる。大
衆の公教育は先進資本制国家では問題とならず,後 進資本制国家の場合,軍 事的,国 内統
一の必要から強制義務教育が施行 されることになる。」70)と書いている。
 初期資本主義段階も,重 商主義時代から産業革命を経て,つ ぎの自由主義時代に入ると,
教育は急速に発展する。公教育の開始とその展開,そ れに伴 う教員養成制度の成立,さ ら
に高等教育の拡大とそこへ連結するための中等教育の成立,労 働者のための職業教育など
がその必要に応じて一斉に開花する。しか し,そ の時代背景として,産 業革命の進展に伴
う資本主義体制の確立 と近代ブルジ ョァ国家の成立,及 び教育 に対する国家的要請があっ
たことを看過 してはならない。この時代には,教 育政策はすでに本格的態様を示すように
なる。それは,欧 米の教育政策史によって如実に示されている。それ以後今 日にいたるま
で,教 育政策は,そ のとき,と ころに応じた権力の支配体制と経済構造に照応 して展開 し
てい くことになる。
 教育政策生成の歴史的事情は,わ れわれにつぎのことを物語 っている。すなわち,生 産
様式の発展と一定限度までの生産性の向上,そ れによる労 ・資階級の明確な分立と対立の
発生,統 一ブル ジョア国家の形成,そ して内外の経済 ・政治情勢の展開と緊迫化,こ れら
の諸因子の多角的な交錯が教育政策生成の必然的契機を構成するものであり,そ してそう
した性格を潜在させる教育政策は,大 よそ二つの方向,つ まり,一 つは権力体制維持イデ
オ ロギーの形成とその徹底的滲透の,二 つは権i力の基盤をなす経済体制の発展に直接する
実務的な労働能力の基礎的陶冶の方向に向って発動するということである。
 しか し,今 日という段階的立場か ら,い ま少 し政策発動の方向を細かに分析すると,そ
れは,つ ぎのような段階とそれぞれの段階の内包する方向に向って細かに分岐するという
ことが明らかになるであろう。その段階とは,教 育制度,教 育組織,教 育過程および教育




 すなわち,教 育制度への教育政策の介入は,現 行制度(そ れは学校教育制度だけに止ま
らず,社 会教育制度および前者と後者との関連分野をも含めた包括的な教育制度)の 改廃,
および必要な新制度の創設などとなって現われるであろう。つぎに,教 育組織への それ は,
教育政策と教育制度を決定した意思が,行 政管理,学 校管理,教 職員人事管理ならびに財
政操作などの形をとって,上 意下達的に組織強化の方向に向って発現するであろう。さら
に,教 育過程へのそれは,政 策と制度および組織決定意思が,公 教育の理念ならびに目的
・目標の決定,そ れに基づ く公教育内容(学 習指導要領の内容)の 選定,さ らにそれを具
体化した教科書の検定や作成という教育内容に関する面 と,教 育機器,教 具,指 導法とい
う教育方法に関する方向に向って連鎖的に発動 してくる。しかも,教 育方法といっても,
ただ学習指導面のみに限定されず,生 徒指導または特別活動面を通 して,被 教育者の生活
統制にまで及ぶものであることを看過 してはならない。そして,こ れらの教育過程の領域
では,ほ ぼ例外な くカリスマ,ミ ランダ,ク リデンダまたはシンボルなどの操作によって
権力状況の礎石がおかれることは広 く知 られているとおりである。しかも,この領域では,
同時に,実 効性ある労働能力の基礎的陶冶 も併行 して実施されることは論をまたない。最
後に,教 育変動への介入であるが,こ こでは上記意思決定段階のすべての意思が,国 民大
衆の教育関心を予め規定された一定の方向,ま たは一定の色合いへと誘導していくという
形で発現する。大衆のもつ教育的関心,教 育的観念,教 育世論,そ してそれ らのものから
発生する教育要求や教育運動という幅広い大衆の教育への関わりのなかで,政 策意思は,
支持団体,宗 教,マ スコミ,社 会教育,世 論などの操作を通 して,そ こに一定の,予 定 さ
れた状況変動を喚起するのである。
 以上述べたように,教 育政策は,教 育のあらゆる側面に,い ろいろな形で滲透 し,そ し
て,こ れを政策主体の期待する方向に向って徹底的に制御 していくのである。この意味で,
宗像誠也氏が教育政策を定義して,「権力によって支持 された教育理念」であるとし,そ し
て,教 育理念 とは,「 教育の目的と手段と,ま た教育の内容と方法と組織についてのかく
あるべ しという考えの総体」72)だ といったことは,若 干の問題を含むとして も一おう首
肯できるであろう。
 宗朦定義が若干の問題を含むとい うのは,そ れが,教 育政策の完結態(し たが って静態
的)を 対象とし,し かも政策構成の中核ではあるが唯一的な権力の態様(し たがって形式
的)の みを説明するに止まっているということに由るものである73)。 それゆえに,筆 者
は,「 はじめに」でそれを静態的形式的と評 したのである。
 たしかに,宗 像氏もいい,ま た既述のように 「政策は権力のもの」ではある。つまり,
イース トンもいったように,政 策は権力が自らの体制維持を企図して発動させる意思と現
実とが触れ合 うところに存在するものである。この意味では,政 策は一方的に権力主導だ
といえるかもしれない。しかしなが ら,も う一歩退いて考えるならば,か りに権力主体の
教育政策ではあっても,そ れは単に権力の側からのみ一方的に策定されるようなものでは
ないということが判明する。 もし単にそうであるとするならば,権 力は必ず しも所期の期
待を得ることはできな くなるであろう。何となれば,今 日の政治状況はそのようなス トレ
ー トな政策 出現を許さなくなっているからである。これが,大 衆状況下の政策形成の実相
である。そして,それは,い うまでもな く,政策と変動との必然的な関連の結果なのである。
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 上述のように,教 育変動は教育政策によって喚起される。この意味では,前 者は多分に
後者に制御される一面をもつ。しかし,他 面,そ れは,教 育要求,教 育運動とい う大衆主
体的な反罎性をもっている。とりわけ反権力的な大衆運動というような形態をとる要求に
対 しては,権 力 もそれを軽卒には無視 し得なくなる。むしろ,権 力は政策主体として,要
求の意思を餅酌するためにも,か つは自己の意図を貫徹するためにも,積 極的にそれに対
応 し,そ れらを政策に反映させ ざるを得なくなるのである。政策と変動とのこの緊張関係
を無視しては,今 日の状況下における政策の複雑な実態を理解することはできないのであ
る。総じて,政 治体系は,教 育問題,教 育界に限らず,そ の他各種各様の環境体系からさ
まざまな要求をインプットし,そ れを慎重に整理,解 釈,分 離しながら自らの変換器にか
けて,真 に実効性のある政策を策定 し,必 要な政治的資源を動員しながら体系外にアウ ト
プ ットしなければならない。すなわち,政 治体系は,権 力という媒体を挺子にして他体系
(環境体系)に 対 して政策決定を行い,制 度という準拠枠を通 して,組 織のなかに流し,




整していく多くの集合的かつ高度な判断と選択行為を通 して極めてコンパ ク トな目的達成
行為にまで総括されるものであるからである。この過程に関しては,す でに旧稿で触れた
ところであるが,な お,一 二の例を挙げておきたい。まず,潮 木守一氏は,こ の過程を,
「価値を形成する目的設定の段階から,選 択肢を確認し,選 別してい く毅階,実 現方法を





 (4)推 定に基づき,可 能な諸方策のなかから理想モデルの選択と決定?5)
 いずれにせよ,そ こでは極めて複雑かつ高度な判断と選択,し かも専門的スペシャリス
トー官僚による徹底 した客観性,整 合性,合 理性に準拠した判断と選択行為が反覆 され,
しかる後に権力主体の価値体系に基づく政治的判断が下 されるのである。こうした反覆の
過程を経てアウ トプ ットされる 「価値配分」は,当 然に,じ ゅうぶん運動側の要求をも配
慮のなかに入れ,さ らにそれを併呑するほどの巧緻性をもつものとして表出されるであろ
う。こうした熟慮と周到さ,そ して精密性 と巧妙性を具備しないならば,到 底,今 日の政
策 とはなり得ないのである。
 以上を前提として,い ま教育政策に関して定義を下すとすれば,つ ぎのようなことにな
るであろう。すなわち一,






 政策は,本 来,動 態的にみれば 「価値配分」そのものを含意するのであるが,と きに政
策過程(配 分)な らびにその結果までも含めて,広 義(ロ   )に「配分機構の総体」をさす場合も
ある。そして,教 育政策は,い うまでもな く 「教育的価値」に関わるものである。ところ
で,そ の価値の配分に関しては,形 式論理的に政策本来のものを対象とすれば,「強制的」
であるのが普通であるが,現 実的な観点からすれば,今 日の社会状況下においては,む し
ろ強制的であることを排 して 「欺瞳的」に行われることすらしば しばである。もちろん,
政策策定のね らいは,「 現存体制および権力の維持」ない しはそのメ リットを図ることで
ある。しかし,あ る特定の体制および権力は,必ずしも常に永久に存続するとは限らない。
そこで,こ のねらいの波及範囲も 「現 に存する」 もの,ま た 「その時どき」に限定されざ
るを得ない。権力は,い つの時代でもそうであるが,常 にその時の社会の支配階級に握 ら
れるものである。 しかも,権 力掌握後のかれらは,自 らを正当化 し,権 威づけるために,
その単なる権力を 「政治権力」 (国家権力)に まで高めるものである。それゆえに,政 治
権力は,常 にその時どきの支配階級の 「もの」 (代弁)で あるといえよう。
おわりに
 以上によって,社 会の根本機能 としての教育が いか に して 自覚的営為形態 として現わ
れ,つ いで政策化されていくのかの過程をみた。この過程において,ま さに政治権力は,
それ らの転換点の結節であって,そ して,そ のことによって,教 育は支配の構造のなかに
否応なしに包摂されていくことを了解 した。このような情況がある限り,教 育は己れの本
質を政策のなかに露呈 させることは許 されないのである1こ の事情を,海 老原氏は,「 権
力による教育政策は,教 育の本質の疎外形態として登場 して くる」76)と 指摘 している。
 たしかに,政 策は 「権力による」 ものであり,む しろ 「権力のもの」であるであろう。
しかし,現 実には,既 述のように政策過程のなかに状況意思が侵入 し得ることもある。そ
のことは,論 理的には 「強制的」 「強権的」であることを本質とする価値配分過程のなか
に,現 実的に 「合意」 「承認」 「支持」状況を要請 し,期 待 しはじめた最近の政策環境を
顧みれば明白である。いな,教 育政策そのものが,も ともと発生的には第一次政策貫徹の
ための宥和策 として立ち現われたものであることを想起すれば明瞭である。そうだとする
と,今 後いかにしてこうい う状況を熟成 させ,教 育政策 をして本質形態として登場 させる
ことができるかが問題となるであろう。
 そのためには,何 よりもまず,教 育政策の理論と歴史ならびに実際の研究が着実に進め
られて政策分析の実が挙げられ,つ いで,こ れらの研究に基づ く現実的な状況構成が,大




念的には可能であろうが,真 の思弁は現実に反照 されなくてはならない。同様に,現 実に
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最 初 の 想 定 は,ま さ に この点 に あ った の で あ る 。
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